
昭和52年4月 昭和62年4月 平成5年3月 平成11年12月 平成29年9月 

1,800 3,100 4,950
9,000 9,061

（単位：百万円） 

■�資本の推移

1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ご
との中間決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評
価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等につい
ては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引
	 該当事項はありません。

（2）通貨関連取引� （単位：百万円）

区分 種類
平成29年9月期（平成29年9月30日現在）

契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの
店頭 通貨スワップ 12,943 12,943 3 3

為替予約
  売建 149 － △2 △2
  買建 123 － 1 1
合計 － － 2 2

（注）	1.�上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
	 2.時価の算定
		  割引現在価値等により算定しております。

（3）株式関連取引（平成29年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

（4）債券関連取引（平成29年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

（5）商品関連取引（平成29年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

（6）クレジットデリバティブ取引（平成29年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、
ヘッジ会計の方法別の中間決算日における契約額又は契約において定められた元本相当
額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等につ
いては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引� （単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法 種類 主な

ヘッジ対象
平成29年9月期（平成29年9月30日現在）
契約額等 時価契約額等のうち1年超のもの

原則的
処理方法

金利スワップ
受取固定・支払変動 － － － －
受取変動・支払固定 － － － －

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ
受取固定・支払変動 預金 － － －
受取変動・支払固定 貸出金 3,050 － △23
合計 － 3,050 － △23

（注）	1.�主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第24号 平成14年2月13日）に基づき、繰延ヘッジによっております。

	 2.時価の算定
		�  取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引に

ついては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

（2）通貨関連取引� （単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法 種類 主な

ヘッジ対象
平成29年9月期（平成29年9月30日現在）
契約額等 時価契約額等のうち1年超のもの

原則的
処理方法 為替予約

外貨建の貸出金、
有価証券、預金、
外国為替等

119 － 0

合計 － － － 0
（注）	1.�主として「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号 平成14年7月29日）に基
づき、繰延ヘッジによっております。

	 2.時価の算定
		  割引現在価値等により算定しております。

（3）株式関連取引（平成29年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

（4）債券関連取引（平成29年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ご
との中間決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評
価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等につい
ては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引� （単位：百万円）

区分 種類
平成28年9月期（平成28年9月30日現在）

契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの
店頭 金利スワップ

受取固定・支払変動 100 － 1 1
受取変動・支払固定 100 － △0 △0
合計 200 － 0 0

（注）	1.�上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
	 2.時価の算定
		  �取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引に

ついては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

（2）通貨関連取引� （単位：百万円）

区分 種類
平成28年9月期（平成28年9月30日現在）

契約額等 時価 評価損益契約額等のうち1年超のもの
店頭 通貨スワップ 13,066 13,066 4 4

為替予約
  売建 476 － 11 11
  買建 432 － △4 △4
合計 － － 11 11

（注）	1.�上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
	 2.時価の算定
		  割引現在価値等により算定しております。

（3）株式関連取引（平成28年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

（4）債券関連取引（平成28年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

（5）商品関連取引（平成28年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

（6）クレジットデリバティブ取引（平成28年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、
ヘッジ会計の方法別の中間決算日における契約額又は契約において定められた元本相当
額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等につ
いては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引� （単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法 種類 主な

ヘッジ対象
平成28年9月期（平成28年9月30日現在）
契約額等 時価契約額等のうち1年超のもの

原則的
処理方法

金利スワップ
受取固定・支払変動 － － － －
受取変動・支払固定 － － － －

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ
受取固定・支払変動 預金 － － －
受取変動・支払固定 貸出金 9,450 3,350 △129
合計 － 9,450 3,350 △129

（注）	1.�主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第24号 平成14年2月13日）に基づき、繰延ヘッジによっております。

	 2.時価の算定
		�  取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引に

ついては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

（2）通貨関連取引� （単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法 種類 主な

ヘッジ対象
平成28年9月期（平成28年9月30日現在）
契約額等 時価契約額等のうち1年超のもの

原則的
処理方法 為替予約

外貨建の貸出金、
有価証券、預金、
外国為替等

118 － 2

合計 － － － 2
（注）	1.�主として「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号 平成14年7月29日）に基
づき、繰延ヘッジによっております。

	 2.時価の算定
		  割引現在価値等により算定しております。

（3）株式関連取引（平成28年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

（4）債券関連取引（平成28年9月30日現在）
	 該当事項はありません。

■�デリバティブ取引関係（第154期中（平成29年4月1日から平成29年9月30日まで））

■�デリバティブ取引関係（第153期中（平成28年4月1日から平成28年9月30日まで））

（平成29年9月30日現在）

区分
株　式　の　状　況（１単元の株式数100株） 単元未満

株式の状況
（株）

政府及び
地方公共団体 金融機関 金融商品

取引業者
その他の
法人

外国法人等 個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） 1 33 29 551 71 3 3,179 3,867 －

所有株式数（単元） 2 26,509 1,248 33,472 4,303 3 29,924 95,461 73,838

所有株式数の割合（％） 0.00 27.77 1.31 35.06 4.51 0.00 31.34 100.00 －
（注）	自己株式254,787株は「個人その他」に2,547単元、「単元未満株式の状況」に87株含まれております。

（平成29年9月30日現在）

氏名又は名称 住所 所有株式数 発行済株式総数に
対する所有株式数の割合

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海1丁目8番11号 982 千株 10.21 ％

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1番1号 342 3.56
損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿1丁目26番1号 305 3.17
鳥取銀行従業員持株会 鳥取県鳥取市永楽温泉町171番地 250 2.60
中国電力株式会社 広島県広島市中区小町4番33号 229 2.38
株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 222 2.30
三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町2丁目1番1号 168 1.74
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町2丁目11番3号 155 1.61

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO
（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東京支店）

PALISADES WEST 6300,BEE CAVE ROAD BUILDING 
ONE AUSTIN TX 78746 US

（東京都新宿区新宿6丁目27番30号）
116 1.20

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2番1号 109 1.14
計 ― 2,881 29.95

（注）	1.�上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。
		  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社	 982千株  
		  日本マスタートラスト信託銀行株式会社	 155千株  
	 2.上記のほか、自己株式が254千株あります。
	 3.�株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループから、株式会社三菱東京UFJ銀行他2社を共同保有者として、平成29年6月12日現在の保有株式数を記載した同年6月19日付大量保有報

告書（変更報告書）が関東財務局長に提出されておりますが、当行として平成29年9月30日現在における実質保有株式数が確認できておりませんので、株主名簿上の所有株式数を
上記大株主の状況に記載しております。

		  当該報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所 所有株式数 発行済株式総数に
対する所有株式数の割合

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 249 千株 2.59 ％

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目4番5号 152 1.59
三菱UFJ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町1丁目12番1号 16 0.17
計 ― 418 4.35

■�所有者別状況 

■�大株主一覧
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